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，通常の個人の責任論の考えからは
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困難であり
4 4 4 4 4
，それとは異なる次元のものといわざるを得ない
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利侵害の救済





































































































4 4 4 4
膨大な個人責任を追及されるという結果」となるケースを示す。
さらに神戸市事件判決の調査官解説を参照すると，考慮要素の一つである違
法事由の性格について，「例えば，横領，背任等の犯罪行為のような悪質で違
法性の高い行為であれば，議決の適法性を否定的に解する方向に作用するの
に対し，例えば，給与条例主義等との関係で適法性の解釈がわかれ得る手当
の支給等の様にいわば形式的な違法であって違法性の程度が必ずしも高いと
はいいがたい場合には，議決の適法性を肯定的に解釈する方向に作用するこ
とになると思われる」25としている。これら二つのテキストを合わせると，最
高裁が悪質な行為以外で想定している違法行為は，個人的な利益を得ような
どという意図はなく，法解釈の誤りなどによりたまたま違法を犯す悪質性の
低いものが観念されていると考えられる。
　他方で，これらのテキストが違法性の小さいケース（調査官解説の言う「形
式的な違法」）として挙げる給与条例主義違反の手当支給については，別の見
方があり得る。とりわけ判例に批判的な見解からは，「首長が職員組合の要求
に応じて，水面下で厚遇し，代わりに選挙のときには，票を期待する」もの
であり，「住民の公金を選挙の票目当てに食い物にする自治体の組織的腐敗」
であるという指摘がされている26。かかる批判──これ自体は，請求を基礎
づける違法性・過失の要件について裁判所の審査のあり方を批判する部分で
あるが，両者の要件と重なる違法事由の性格と帰責性にも妥当しよう──か
らすると，調査官解説が解釈を誤っただけの「形式的な違法」とするものの中
には，首長が支持母体を厚遇して再選の利益を図るために違法な公金支出を
行うインセンティブを持っていた場合が含まれており，したがって，違法な
財務会計行為において個人の利益を図る目的がある局面は，何も犯罪行為や
これに類する行為に限られない可能性があることがわかる。したがって，最
高裁は，個人責任が留保なく肯定される「個人的な利得を得る」目的のあるケ
ースの範囲を犯罪行為など極めて悪質なものに限定し，反対に，個人責任を
課すことが不当とされるケースとして想定する〈法解釈の誤りによる形式的
25 上村・前掲注7）158頁。
26 阿部・前掲注11）124頁，126頁。また，同書では，その悪質性にもかかわらず，裁判所に
おいて過失なしとの判断がなされ，したがってこのような場合に請求が棄却される場合が少
なくなく，裁判所が踏み込んだ審査を行わない点も批判されている（173頁）。
98
摂南法学第57号〔2020〕
違法〉の範囲を相当広く解し，仮に地方公共団体の長が再選の利益を得るた
めに支持母体を厚遇するような違法行為への誘因を持っている場合も，後者
に含まれるとして，長に対する損害賠償請求権を放棄する議会の議決を適法
とすることも考えられよう27。
　しかし，上記のような場合まで債権放棄議決を適法とし，個人責任を免除
し得るような広い裁量権を議会に認めることが，住民訴訟の制度趣旨に照ら
して問題がないといえるか。個人責任を広く免責する余地を認めることで，
適正な財務会計行為の確保の実効性が損なわれないかは，なお真剣に検討す
べき問題であるように思われる。
　そしてこの問題の中心は，地方公共団体の長などが住民の利益の犠牲にお
いて違法に自らの利益を図る誘因──それは，犯罪行為に限られない──を
持ち得るケースにおいて，損害賠償責任という負の要因を生じさせることで，
違法行為を防止するという機能を，4号請求の本質的な役割として捉えるか，
という点にあると思われる。
（２）救済手段としての債権放棄の適否
　次に，長や職員の個人責任からの救済の必要性があるとしても，その手段
として議会による債権放棄議決を選択することの問題が残る。
　前述のように，判例はミスや法令解釈をすることで個人責任が過大になる
事態への対処を議会の役割としている28。その背景には，解釈の誤りに起因
する違法行為の可能性が構造的に存在することが考えられ得る。すなわち，
地方公共団体が，行政内部のチェックや議会の指揮監督，監査制度が十分に
機能する内部統制システムを構築しており，職務がそれに沿って遂行されて
いれば，解釈の誤りによってたまたま違法となる場合でも，通常は当該違法
27 さらに，この形式的違法をどの程度認めるかについては，〈個人的利益を得る目的〉を広く
とらえるかどうかとは別に争いがある。例えば，さくら市事件の須藤正彦裁判官意見は，さ
くら市事件の問題となった違法行為（杜撰な方法によって，土地所有者から適正価額をはる
かに上回る額で浄水場用地を取得した事案。）については個人的利益を得る目的を肯定して
いないが，原審の指摘する事実をもってしても「錯綜する事務処理の過程でのミスや法令解
釈の誤りといった類の過誤に基づくそれとは本質を全くことにする」とし，原審に差し戻し
て特段の事情がなければ債権放棄議決を違法とすべきと主張する点で，多数意見とは立場を
明確に異にする。最高裁の多数意見の立場としては「錯綜する事務処理の過程でのミスや法
令解釈の誤り」として，これに〈個人的利益を得る目的〉を広く含めるだけでなく，須藤裁判
官によれば相当に杜撰な手続でも，「錯綜する事務処理過程でのミスや法令解釈の誤り」に
含まれる可能性がある。
28飯島淳子「判批」民商150巻3号（2014）472頁は，考慮事項に「事後の状況」を加えている点
を捉えて，個人責任の問題について「地方公共団体に対し，問題状況に応じた事後的是正措
置をとることを促そうとしていると解される」とする。
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について長や職員の「過失」が否定されるから，長らが過大な個人責任を負う
ことはないはずである。他方で，地方公共団体がコンプライアンス体制を充
分に確立できていないとすれば，住民訴訟の対象として，〈組織全体において
「内部統制システム」が未整備ないし機能不全に陥っているがゆえに許してし
まう違法な支出行為〉が混入してしまう事態を根本的に防ぐことはできない。
最高裁の立場からすれば，この場合は地方公共団体の議会による債権放棄議
決によって対処することになる。
　しかし，この場合に債権放棄議決を広く認めてしまえば，地方公共団体に
内部統制システムの未整備または機能不全を放置するインセンティブを与え
るおそれがある。このような事態は，地方公共団体の財務会計行為の適正さ
を図るという住民訴訟制度の意義ないし趣旨に反し，やはり許されないと評
価される可能性はなお残ると思われる。
　そもそも，最高裁には損害賠償請求の発生要件である「過失」の有無の判断
において，こうした法令遵守の仕組みが整えられているか，その仕組みに従
って職務が果たされたかを審査し，当該仕組みに従ってもなお生じてしまっ
た違法行為は「過失」を否定することで救済し，かつ体制未整備ないしその潜
脱の場合には過失もしくは重過失を認定して責任を課すことで，コンプライ
アンス体制確立を促すという方法もあり得たことは，これまでも指摘されて
いたところであった29。
　過失要件においてそのような内部統制システムの構築の有無等を審査せ
ず，加えて，個人責任を広く債権放棄議決によって免責することは，ますま
すそうしたシステム構築をしないという選択肢を取るインセンティブを地方
公共団体に与えることになるものと思われる。この問題を考えるにあたって
は，〈適正な財務会計行為の確保〉という住民訴訟の目的に，内部統制システ
ムの構築や機能不全の是正を裁判所が外部から求めるという役割を含めるか
の検討が重要だと考えられる30。
（３）まとめ
　以上，本判決の判例法理に対する批判説を検討し，判例法理の評価として
29この点を指摘するのは，阿部・前掲注11）20頁，376頁，および「ワークショップ　組織に
応じた内部統制のあり方」〔斎藤誠発言〕金融研究25巻2号（2006）19頁。
30 平成29年に地方自治法が改正され，長や職員の損害賠償責任について軽過失の場合に一
定の免責が設けられ（地自法243条の2第1項），かつ，債権放棄議決に監査委員の意見聴取
が義務付けられた（同法242条10項）。しかしながら，本判決は住民訴訟制度のより根本的
な役割について検討する契機となっているものと考えられる。
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残された問題を2点指摘した。これらは，住民訴訟に〈適正な財務会計行為の
確保〉という役割をどこまで求めるかの問題であるといえる。すなわち，損
害賠償請求等の制裁を住民の訴訟提起を契機として外部の裁判所が課すこと
で，犯罪ほどに悪質な行為とは言えないまでも長などが違法行為に誘因を持
っているケース（１），内部統制システムの不備ゆえに結果的に違法となった
行為（２）等までも住民訴訟で実効的に是正することまで含めるのか，そうし
たケースについては原則として議会による政治的統制に委ねるのか，という
問題である。本判決の最終的な評価をするにあたっては，上記の役割につい
て，地方公共団体の〈適正な財務会計行為の確保〉をめぐる地方議会と裁判所
の権限配分の観点から，慎重に検討することが必要であろう。
